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○青森県指定自動車教習所の指定等に関する規程 

昭和60年２月15日公安委員会規程第１号 

改正 

昭和60年11月公安委員会規程第３号 

平成４年10月公安委員会規程第４号 

平成６年４月公安委員会規程第１号 

平成８年８月公安委員会規程第３号 

平成10年９月公安委員会規程第３号 

平成10年11月公安委員会規程第５号 

平成23年３月公安委員会規程第２号 

平成24年３月公安委員会規程第３号 

平成25年６月公安委員会規程第３号 

平成25年８月公安委員会規程第５号 

平成25年11月公安委員会規程第７号 

平成26年５月公安委員会規程第２号 

平成29年３月公安委員会規程第１号 

平成30年９月公安委員会規程第４号 

令和元年６月公安委員会規程第１号 

令和２年８月公安委員会規程第２号 

令和３年３月29日公安委員会規程第２号 

令和４年３月10日公安委員会規程第１号 

令和５年６月12日公安委員会規程第３号 

令和６年12月12日公安委員会規程第３号 

青森県指定自動車教習所の指定等に関する規程 

自動車教習所の指定等に関する要綱（昭和48年10月青森県公安委員会規程第30号）の全部を改正す

る規程を次のように定める。 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 指定等（第２条―第７条） 

第３章 資格審査等（第８条─第10条） 

第４章 教習業務の運営（第11条─第20条） 

第５章 報告等（第21条─第24条） 

第６章 雑則（第25条─第28条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、青森県道路交通規則（平成10年９月青森県公安委員会規則第７号。以下「規則」

という。）第29条の規定に基づき、道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」という。）第99

条第１項に定める指定自動車教習所（以下「指定教習所」という。）の指定等に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

第２章 指定等 

（指定前教習所の届出） 

第２条 指定前教習所（指定教習所の指定を受けることを目的とする自動車教習所をいう。以下同じ。）

を設置した者は、道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号。以下「施行規則」という。）第

34条の３に定める指定前における教習の基準に適合する教習を開始する１月前までに、指定前教習

所開所届（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添え、公安委員会に届け出なければならない。 

(１) 所則又は校則 

(２) 職員名簿（様式第２号） 

(３) 事務分掌表（様式第３号） 
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(４) 敷地・コース等の概要（様式第４号） 

(５) 建物・設備等の概要（様式第５号） 

(６) 備付け自動車等一覧表（様式第６号） 

(７) 教材等一覧表（様式第７号） 

(８) 教習計画書（様式第８号） 

(９) 路上教習・路上検定コース設定書（様式第９号） 

(10) 敷地・建物等の所有権又は使用権を明らかにした書類の写し 

（指定前教習所の開所確認） 

第３条 公安委員会は、指定前教習所開所届を受理したときは、道路交通法施行令（昭和35年政令第

270号。以下「令」という。）第35条第２項及び施行規則第34条の３の基準に適合しているかどうか

を調査し、その基準に適合していると認めるときは開所確認通知書（様式第10号）を交付するもの

とする。 

（指定教習所の指定基準） 

第４条 指定教習所は、令第35条及び施行規則第６章各条に定める指定基準のほか、次の各号に適合

するものでなければならない。 

(１) コース等 

イ 敷地は、おおむね平たんで、かつ、一団の土地であること。 

ロ 周回コース、坂道コース等のうち危険防止のため必要な箇所には、ガードレール等の防護施

設が設けられていること。 

ハ 技能検定、技能審査（施行規則第18条の５に規定する審査をいう。以下同じ。）及び技能教

習に必要な信号機、踏切、道路標識等が設けられていること。 

(２) 学科教習用教室 

学科教習用教室は、通風、採光が良好で、かつ、災害防止及び衛生管理上十分な施設であるも

のとし、待合室等と兼用のものでないこと。 

(３) 備付け自動車 

イ 路上検定（卒業検定のうち道路において行う検定をいう。以下同じ。）及び路上教習（技能

教習のうち路上において行う教習をいう。以下同じ。）に使用する車両は、道路運送車両法（昭

和26年法律第185号。以下「車両法」という。）の規定により自動車登録ファイルに登録を受け

たものであること。 

ロ 技能検定（路上検定を除く。）、技能審査及び技能教習（路上教習を除く。）に使用する車

両は、車両法に規定する保安基準に適合するものであること。 

ハ 技能検定、技能審査及び技能教習に使用する車両（大型自動二輪車及び普通自動二輪車を除

く。）は、教習指導員又は技能検定員（以下「指導員等」という。）のための後写鏡を備え付

けたものであること。 

（指定申請の手続） 

第５条 指定教習所として指定を受けようとする者は、施行規則第35条に定める書類のほか、次の各

号に掲げる書類を添え、公安委員会に申請しなければならない。 

(１) 申請者の履歴書（申請者が法人のときは、定款又は寄附行為の写し、指定教習所役員名簿、

登記事項証明書及び使用する印影） 

(２) 職員名簿（様式第２号） 

(３) 事務分掌表（様式第３号） 

(４) 教習所の概要（様式第11号） 

(５) 路上教習・路上検定コース設定書（様式第９号）及び路上教習コース課題設定表（様式第12

号） 

(６) 所内検定（審査）コース課題設定表（様式第13号）及び所内検定（審査）コース図 

(７) 路上教習・路上検定コース設定書（様式第９号）及び路上検定コース課題設定表（様式第14

号） 

(８) 教習所内のコース、建物、附属施設及び主な教材を撮影した写真添付書 

(９) 前各号に掲げるもののほか、公安委員会が必要と認める書類 

２ 施行規則第35条第２号及び第８号に規定する書類は、それぞれ指導員等選任届（様式第15号）及
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び指定前技能試験合格実績報告書（様式第16号）によって行うものとする。 

（選任届） 

第６条 指定教習所を管理する者（以下「管理者」という。）は、法第99条の２第１項又は法第99条

の３第１項の規定により指導員等を選任したときは、指導員等選任届（様式第15号）を公安委員会

に提出するものとする。 

２ 管理者は、卒業証明書又は修了証明書の発行に関する業務を監督させ、管理者を直接に補佐させ

る者（以下「副管理者」という。）を選任したときは、副管理者選任届（様式第16号の２）を公安

委員会に提出するものとする。 

（措置結果報告書） 

第７条 指定教習所を設置した者（以下「設置者」という。）又は管理者は、法第99条の７の規定に

よる命令を受けたときは、速やかに必要な措置を講じた上、適合措置結果報告書（様式第17号）に

より公安委員会に報告しなければならない。 

第３章 資格審査等 

（審査の申請） 

第８条 指導員等としての資格審査を受けようとする者は、技能検定員審査等に関する規則（平成６

年国家公安委員会規則第３号。以下「審査規則」という。）に定めるもののほか、次の各号に掲げ

る書類を公安委員会に提出しなければならない。 

(１) 運転記録証明書（自動車安全運転センターの発行したものに限る。） 

(２) その他公安委員会が必要と認める書類 

２ 審査規則第３条第２項及び第11条第２項の規定中、審査規則第17条第１項第１号に該当する者で

あることを証する書面は、審査細目合格証明書（様式第18号）のとおりとする。 

（資格者証の交付申請） 

第９条 審査規則第７条第３項第２号又は第15条第３項第２号に定める書面は、技能検定員欠格事由

不該当申立書（様式第19号）又は教習指導員欠格事由不該当申立書（様式第20号）のとおりとする。 

（管理者の資格確認） 

第10条 管理者としての資格確認を受けようとする者は、管理者資格確認申請書（様式第21号）に第

８条第１項各号に掲げる書類を添え、公安委員会に申請しなければならない。 

２ 公安委員会は、前項に規定する申請を受理したときは、令第35条第１項に定める要件に適合する

者であることを確認の上、確認証書（様式第22号）を交付するものとする。 

第４章 教習業務の運営 

（運営の基本方針） 

第11条 指定教習所は、常に自動車の運転に関する教習水準の向上に努め、優良な運転者の育成を通

じて交通の安全と社会の発展向上に寄与することを基本方針として運営されなければならない。 

（設置者の責務） 

第12条 設置者は、管理者、副管理者及び指導員等が適正に教習業務を遂行することができるよう教

習施設、管理機構等の整備改善に努めなければならない。 

（管理者の責務） 

第13条 管理者は、指定教習所における業務運営の総括責任者として、管理機構その他内部体制の確

立を図るとともに職員を指揮監督し、適正な業務の運営に努めなければならない。 

２ 副管理者は、卒業証明書等の発行に関して監督を行うとともに管理者を直接に補佐し、業務の適

正な運営に努めなければならない。 

（指導員等の責務） 

第14条 指導員等は、教習業務の社会的重要性を認識し、自ら指導員等としての資質の向上に努め、

優良な運転者の育成に当たらなければならない。 

（技能教習） 

第15条 技能教習は、施行規則第33条第５項第１号に規定する基準によるほか、別に定める指定自動

車教習所の教習の標準に基づき行うものとする。 

（学科教習） 

第16条 学科教習は、施行規則第33条第５項第２号に規定する基準によるほか、別に定める指定自動

車教習所の教習の標準に基づき行うものとする。 
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（路上教習） 

第17条 路上教習は、教習を行おうとする路上を管轄する警察署長と協議の上、公安委員会の承認を

得て設定しているコース又は区域において行わなければならない。 

（技能検定等の方法） 

第18条 技能検定及び技能審査の方法は、本部長が別に定める。 

２ 前項に規定する技能検定及び技能審査は、公安委員会の承認を得て設定しているコース又は区域

によって行わなければならない。 

（証明書等） 

第19条 技能審査に合格した者に対しては、暦年ごとに一連番号を付した技能審査合格証明書（様式

第23号）を交付するものとし、同証明書の有効期間は審査に合格した日から３月とする。なお、当

該技能審査合格証明書の有効期間については、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るた

めの特別措置に関する法律（平成８年法律第85号）等に基づき行政上の権利利益に係る満了日の延

長に関する措置が講じられた場合は準拠するものとする。 

２ 指定前教習所の教習を修了した者に対しては、一連番号を付した教習修了証明書（様式第24号）

を交付するものとする。 

（事務処理要領） 

第20条 本部長は、指定教習所（令第32条の７第２号、第32条の８第２号又は第34条第２項、第４項、

第５項、第７項、第８項若しくは第10項に規定する教習（以下「受験資格特例教習」という。）の

課程を行う施設として公安委員会が指定したものを含む。）の事務処理を適正に行わせるため、事

務処理要領を作成し、当該要領に基づき事務処理を行わせるものとする。 

第５章 報告等 

（特異事項等の報告） 

第21条 設置者又は管理者は、次の各号に掲げる特異事項が発生した場合には、速やかに公安委員会

に報告しなければならない。 

(１) 技能教習、技能検定又は技能審査に関し、交通事故が発生したとき、又は交通違反で検挙さ

れたとき。 

(２) 指定教習所職員の交通事故が発生したとき、又は交通違反で検挙されたとき。 

(３) その他指定教習所の運営に関し、特異な事項が発生したとき。 

（指定事項変更届） 

第22条 設置者又は管理者は、第５条第１項に規定する書類の記載事項に変更を生じたときは、指定

事項変更届（様式第25号）に変更後の書類を添付の上、速やかに公安委員会に届け出をし、承認を

受けなければならない。 

２ 公安委員会は、前項の届出内容が指定教習所の名称変更であるときは、変更確認書（様式第26号）

を交付するものとする。 

（書類等の備付け及び保存） 

第23条 指定前教習所又は指定教習所は、指定前教習所の備付け書類及び簿冊（別表第１）又は指定

教習所の備付け書類及び簿冊（別表第２）に掲げる書類及び簿冊（以下「書類等」という。）をそ

れぞれ備え付けておかなければならない。 

２ 前項に規定する書類等は、別表第１又は別表第２に掲げる保存年限に応じ、保存しなければなら

ない。 

３ 第１項に規定する書類等は、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって認

識することができない方法をいう。）により記録を作成し、保存することができる。この場合、当

該記録が必要に応じ電子計算機その他の機器を用いて直ちに表示されることができるようにしてお

かなければならない。 

（印章） 

第24条 指定前教習所又は指定教習所で用いる印章の種類及び規格は、備付け印章（別表第３）に掲

げるとおりとする。 

２ 印章の使用及び保管に当たっては、保管責任者を定め、盗難、紛失等の事故のないようにしなけ

ればならない。 

第６章 雑則 
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（公安委員会の検査） 

第25条 法第99条の６第１項の規定に基づく公安委員会が警察職員に行わせることができる検査は、

次の区分により行うものとする。 

(１) 総合（定期）検査（業務全般について、原則として１年に１回以上行うものをいう。） 

(２) 随時検査（指定の基準への適合状況又は教習方法の適否等について随時に行うものをいう。） 

(３) 技能検定等に対する検査 

ア 立会い検査（技能検定又は技能審査の方法及び合否の判定が適正に行われているか行うもの

をいう。） 

イ 抽出検査（教習及び技能検定の水準について行うものをいう。） 

２ 前項に規定する検査の結果、改善を必要とする事項を認めたときは、口頭又は書面で改善措置を

指示するものとする。 

（指定前教習所への準用） 

第26条 この規程中第４条、第11条から第13条第１項まで、第14条から第18条まで、第20条及び第22

条の規定は、指定前教習所について準用する。この場合において、「教習指導員」とあるのは「技

能及び学科の指導に従事する者」と、「技能検定員」とあるのは「技能検定に従事する者」と、「指

導員等」とあるのは「技能及び学科の指導に従事する者又は技能検定に従事する者」と読み替える

ものとする。 

（指定自動車教習所指定台帳の備付け） 

第27条 公安委員会は、施行規則第37条に規定する指定書を交付したときは、指定自動車教習所指定

台帳（様式第27号）を備え付け、必要事項を記載し、変更の都度これを整理するものとする。 

（本部長への委任） 

第28条 この規程に基づく細目的な事項は、本部長が定める。 

附 則 

この規程は、昭和60年４月１日から施行する。 

附 則（昭和60年公安委員会規程第３号） 

この規程は、昭和61年１月１日から施行する。 

附 則（平成４年公安委員会規程第４号） 

この規程は、平成４年11月１日から施行する。 

附 則（平成６年公安委員会規程第１号） 

この規程は、平成６年５月10日から施行する。 

附 則（平成８年公安委員会規程第３号） 

この規程は、平成８年９月１日から施行する。 

附 則（平成10年公安委員会規程第３号） 

この規程は、平成10年10月１日から施行する。 

附 則（平成10年公安委員会規程第５号） 

この規程は、平成10年12月１日から施行する。 

附 則（平成23年公安委員会規程第２号） 

この規程は、平成23年３月１日から施行する。 

附 則（平成24年公安委員会規程第３号） 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年公安委員会規程第３号） 

この規程は、平成25年６月７日から施行する。 

附 則（平成25年公安委員会規程第５号） 

この規程は、平成25年９月１日から施行する。 

附 則（平成25年公安委員会規程第７号） 

この規程は、平成25年12月１日から施行する。 

附 則（平成26年公安委員会規程第２号） 

この規程は、平成26年５月20日から施行する。 

附 則（平成29年公安委員会規程第１号） 

この規程は、平成29年３月12日から施行する。 
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附 則（平成30年公安委員会規程第４号） 

この規程は、平成30年９月５日から施行する。 

附 則（令和元年公安委員会規程第１号） 

この規程は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和２年公安委員会規程第２号） 

この規程は、令和２年８月21日から施行する。 

附 則（令和３年３月29日公安委員会規程第２号） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この規程による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書

類は、当分の間、この規程による改正後の様式によるものとみなす。 

２ 旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則（令和４年３月10日公安委員会規程第１号） 

この規程は、令和４年５月13日から施行する。 

附 則（令和５年６月12日公安委員会規程第３号） 

この規程は、令和５年６月12日から施行する。 

附 則（令和６年12月12日公安委員会規程第３号） 

この規程は、令和６年12月12日から施行する。 

別表第１ 

指定前教習所の備付け書類及び簿冊 

番号 文書簿冊名 摘要 保存年限 

１ 指定前教習所開所届（控） 添付書類を含む  

２ 開所確認通知書 様式第10号  

３ 入所者名簿 教習所において定める様式  

４ 卒業者名簿 教習所において定める様式  

５ 退所者名簿 
所定の教習を修了しないで退所し

た者 
指定教習所の指定

を受けた後１年 
６ 技能試験記録簿 受験者名簿、合格者名簿 

７ 教習原簿  

８ 技能教習日報  

９ 学科教習日報   

10 教習修了証明書発行簿 教習所において定める様式  

11 職員出勤簿 教習所において定める様式  

12 配車表   

13 
その他報告書の控及び公安委員会

等からの受理文書 

 設置者又は管理者

が必要と認める期

間 

別表第２ 

指定教習所の備付け書類及び簿冊 

番号 書類・簿冊名 摘要 保存年限 

１ 指定書 管理者室等に掲示 永久 

２ 指定申請関係綴（控）  〃 

３ 指定事項等変更届綴（控） 記載事項変更届を含む（注） 〃 

４ 変更確認関係綴 公安委員会からの変更確認 〃 

５ 教習計画書  〃 

６ 職員名簿・個人カード 異動の都度加除 〃 

７ 備付け自動車等一覧表  〃 
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８ 教材等一覧表  〃 

９ 修検・卒検及び審査コース図  〃 

10 路上教習コース図  〃 

11 重要通知文書綴  10年 

12 証明書等発行簿  ５年 

13 警告・指示関係綴  ３年 

14 教習原簿・教習生名簿  〃 

15 技能検定（審査）成績表綴 卒検・修検・審査ごとに分冊 １年 

16 転出者名簿 退所者を含む 〃 

17 運転適性診断票綴  〃 

18 定期報告関係綴（控） 年報・月報 〃 

19 各種報告等綴（控）  〃 

20 指導員等審査申請書綴（控）  〃 

21 文書収発簿  〃 

22 入所申込書綴  〃 

23 技能教習日報  〃 

24 学科教習日報  〃 

25 配車表  〃 

26 修了検定実施結果報告書綴（控）  〃 

27 卒業検定等実施結果報告書綴（控） 〃 

28 受験資格特例教習の修了証明書発

行報告書綴（控） 

 〃 

29 職員出勤簿  〃 

30 受理書類綴 重要通知文書を除く 〃 

（注）記載事項変更届のうち、職員、事務職員等、教習計画、コース図、教材又は自動車等の変更

に伴うものについては、保存年限を１年とする。 

別表第３ 
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様式第１号（第２条関係） 



9/37 

 
様式第２号（第２条関係） 
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様式第３号（第２条関係） 



11/37 

 
様式第４号（第２条関係） 



12/37 

 
様式第５号（第２条関係） 



13/37 

 
様式第６号（第２条関係） 



14/37 

 
様式第７号（第２条関係） 



15/37 

 
様式第８号（第２条関係） 



16/37 

 
様式第９号（第２条関係） 



17/37 

 
様式第10号（第３条関係） 



18/37 

 
様式第11号（第５条関係） 



19/37 

 
様式第12号（第５条関係） 



20/37 

 
様式第13号（第５条関係） 



21/37 

 
様式第14号（第５条関係） 



22/37 

 
様式第15号（第５条関係） 



23/37 

 
様式第16号（第５条関係） 



24/37 

 
様式第16号の２（第６条関係） 



25/37 

 
様式第17号（第７条関係） 



26/37 

 
様式第18号（第８条関係） 



27/37 

 
様式第19号（第９条関係） 



28/37 

 
様式第20号（第９条関係） 



29/37 

 
様式第21号（第10条関係） 



30/37 

 
様式第22号（第10条関係） 



31/37 

 
様式第23号（第19条関係） 



32/37 

 
様式第24号（第19条関係） 



33/37 

 
様式第25号（第22条関係） 



34/37 

 
様式第26号（第22条関係） 



35/37 

 
様式第27号（第27条関係） 



36/37 



37/37 

 


